
〇基礎情報

（施策のねらい）
１　施策指標と実績（Do）

（評価の見方） Ｓ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果があがった Ａ 事業の指標は達成できなかったが、成果はあがった Ｂ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果は今後見込める
Ｃ 事業の指標は達成できなかったが、成果は今後見込める Ｄ 事業の指標を概ね達成したが、成果は見込めない Ｅ 事業の指標を達成できず、成果も見込めない
Ｚ 未着手事業（計画していたが未実施に終わった） 実績なし 事業実施の体制は整えていたが、実績がなかった（実施計画期間中で当該年度は実施予定のないものを含む）

２　政策的事業の実績（令和元年度）

再任用短時間 臨時職員 非常勤嘱託職員 総人工 総時間 一人あたり月平均
施策目標 41 　消防業務を効果的・効率的に実施する

大柳　誠二
小田島　篤

管理職 左記以外
18 人 178 人

4 0

5 0

0 0.0% 0

2

198.52 人 27,691 時間

医療機関搬送平均時間 28.5分 28.5分以下 29.4分 29.8分 29.6分

　効率的な消防の展開

救急現場到着平均時間 7.2分 7.2分以下 7.4分 7.7分 8.0分
3 0

事務事業評価表

課名 警備第一・二課 作成責任者 常勤職員 常勤職員以外 総従事者 時間外勤務時間

1 　あらゆる災害への対応
施策指標名

4次実施計画の
現状値

目標値
（R2年度）

実績値
H29年度 H30年度 R元年度

13.0 時間4 人 0 人 0 人

6 0

事務事業の取組結果と成果（効果）　（Plan　/　Do）

R元実績値
どうなったか（生ま
れた成果・効果）

どう働きかけた結果
（手段・方法）

R元目標値事務事業の指標
H30決算(円) R元決算(円)

取組
時間

事務
改善

休・
廃止

評価

57回

小中学生を対象とした防災・救命普及啓発事業（消防署
見学、出張授業、職場体験、救命講習会ジュニアコース）
の実施回数は目標値を大きく上回り、防災・救命知識の
普及啓発を図ることができた。

35回実施回数

Action

No.
事務事業

(第4次実施計画)
施
策

従事
者数

会計
区分

H30予算(円) R元予算(円) 何・誰に対して
（対象）

0 0
Ｓ 増加

0 0
1

防災・救命普及啓発
業務

2 13.45 一般

合計

Check

R元予算（円） 0

R元決算（円） 0



３　実施計画事業（政策的事業（政策的事業のない課かいは一般管理事務等））の総括評価

４　Actionにチェックの入った今年度「事務改善」を行う事業
No.

５　Actionにチェックの入った今年度「休・廃止」を検討する事業
No.

　人工・事務事業費・事務事業指標達成度の結果にかかる分析（Check）　／　今後の展望（Action）

　警備第一・二課の令和元年度の事務事業数は6事業である。政策的事業は1事業で評価は「Ｓ」と一定の成果を出すことができた。
　施策指標の救急現場到着時間及び医療機関搬送平均時間は目標値の達成には至っていないが、救急出動件数が増加する中で119番通報から医療機関搬送までの救急業務全体の時間を前年と比較して見ると
時間短縮を図ることができた。この要因は119番通報者からの情報聴取が正確に行われたことで、救急隊の的確な救命処置と迅速な病院選定に反映された結果と評価できる。施策指標を神奈川県公表の最新統計
で他市町と比較すると平成30年中救急現場到着時間は県平均値8.4分に対し本市は8.0分で、医療機関搬送平均時間は県平均値39.4分に対し本市は29.6分といずれも県内トップクラスの高い水準を維持することが
できており、消防各課が連携した救急業務の取り組みが質の高い救急サービスの提供につながったと評価できる。
　警備第一・二課の各事業は市民の生命、身体及び財産を守ること、災害による被害の軽減を図ることを目的としている。これらの事業を確実に行い、高度な専門知識や技術の習得を図るとともに両指標の達成を
目指していく。
　警備第一・二課の消防職員の時間外勤務は、総時間27,691時間、一人当たりの月平均13時間であり、前年度と比較して総時間は4,809時間増加、一人当たりの月平均は2.1時間増加となった。警備第一・二課の時
間外勤務数は、災害の発生状況により大幅に変動する上、事業の性質から時間外勤務数や従事職員数の事業に対する費用対効果の判断も困難ではあるが、各事業を効率的に進めることを常に検討し、業務効率
の向上には今後も取り組んでいく。

事務事業（検討事業がない場合は - ） 休・廃止検討の理由（1事業も検討できない場合はその理由を記載）

- -
　 災害活動する消防職員が直接、次世代を担う児童生徒に働きかけることは、市民の防災意識の向上につながる事であり、若年層の市民の防災意識の向上は、今
後の市の長期的な事業の継続が必要であるため。

事務事業（事業がない場合は - ） 事務改善の内容

- - -


